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〔中間総括報告（平成18年度)〕

「アジアの社会、経済、文化についての学際的研究」は、以上のような研究分担のもと、

各担当者がそれぞれの研究を開始した。平成18年度は､研究の出発点として、とりわけ文献、

資料の収集をはかることにウエイトが置かれた。さらに、研究員の間での共通認識の形成と

相互間の意見交換を目的として、長期的共同研究組織として講師を招聰し、２回の公開セミ

ナーを行った。また、現地調査やシンポジウムでの報告などにも寄与することができた。

「アジア労働市場に関する社会経済史的研究」では、戦前における日本およびアジアにお

ける労働問題を知る上で基礎的史料となる協調会発行の「社会政策時報」を用いて、主要各

国の社会・労働政策と日本を含むアジア諸国の政策との比較検討を行った。また、長期的研

究組織として、ニュージーランド国立オタゴ大学経済史教授Ｗ、Ｒガーサイド氏を招聰し、

共同研究を行うとともに、「東アジアにおいてヨーロッパ的共同体の形成は可能か？そして

望ましいか？」、「２１世紀に日本型経済モデルは適応できるか？」の題名で、２回のセミナー

を開催した。これらの公開セミナーにおいては、研究員相互の議論のみにとどまらず、多数

の本学教員や大学院生の参加も得ることができ､非常に活発な意見交換を行うことができた。

「アジアの社会、経済、文化の変容についての歴史的視点からの研究」では、アジア諸国

の中でも特に中国を中心に研究を行った。その際には、めざましい発展に伴う中国社会、経

済、文化の変容を歴史的に把握することに分析の重点が置かれた。口本および中国で、文献・

資料の収集にあたり、それらの分析および天津など現地の観察からから、多文化社会中国の

新しい動向を捉えることができた｡すなわち、中国社会のグローバル化である。こうした動

きが中国社会で生きる人々の意識に大きな影響を及ぼしており、企業活動や家計にも少なか

らぬ変化を生じさせている。これらの問題は､今後、アジア共同体の可能性を検討する上で、

重要な意義をもってくると思われる。
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「日本の植民地支配とイギリスの植民地支配の比較研究」では、アジアにおける植民地体

制のあり方と、ヨーロッパにおけるあり方との比較検討を行う第一歩として、イギリスによ

るアイルランド支配による課税制度の調査・検討を行った。ここでは主として、国内研究機

関における文献・資料の収集が中心的活動となり、共同研究組織としての研究環境の充実に

貢献した。

「戦争映画に写るアジア」では、国内や海外の資料館などを調査し、戦争映画に関する資

料収集を行った。それを通じて、1950年代に日本で製作された戦争映画の中で、アジアがど

のように描かれているかを検討した。日本のアジア認識の考察という意味で、今後のアジア

共同体をめぐる議論において重要な視点を提供してくれる研究と思われる。

以上が平成１８年度における研究の中間総括である。各研究員がそれぞれ、本研究課題を多

面的な視点から捉えるべく、さまざまな領域の研究を進めている。本研究の目標とする学際

的研究という観点から見てさらに有意義な研究成果が引き続き期待できると考える。
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アジア労働市場に関する社会経済史的研究

加藤道也（経済学部）

平成18年度の分担研究に関しては、「アジアの社会、経済、文化についての学際的研究」の

中でも特に日本を含めたアジア労働市場に関する研究を行った。本研究は、最終的に戦前と

戦後のアジア労働市場の比較、およびアジア労働市場と欧米諸国の労働市場との比較を視野

に入れている。したがって、初年度においては、こうした研究に取り組む上での分析視角を

確立するため、様々な研究者間での検討が必要であるとの認識から、講師を招いてのセミナ

ーの開催を行った。

平成１８年１１月から12月にかけて、ニュージーランド国立オタゴ大学経済史教授ＷＲガーサ

イド先生を本学に招聰した。本学での研究テーマは「戦前期日本およびアジアにおける労働

市場政策の比較経済史的検討」であり、戦前と戦後の労働市場は、いくつかの点において重

要な共通点をもっており、とりわけ労働移動を通じて、日本の労働政策がアジアの労働市場

に大きな影響力をもっていることを確認した。

そうした検討を経て、戦前の労働市場と戦後の労働市場との比較に関しての議論を深める

べく、また、欧米諸国との比較をも視野に入れ、２回のセミナーを開催した。

第１回のセミナーは、平成１８年12月４日に行われ、長期研究組織の研究テーマである「ア

ジアの社会、経済、文化についての学際的研究」の重要な論点である東アジアにおける共同

体形成の可能,性についての問題提起と議論を行うべく、「東アジアにおいてヨーロッパ的共

同体の形成は可能か？そして望ましいか？」と題して行われた。そこでは、ヨーロッパとア

ジアにおける共同体のあり方の大きな相違が指摘され、ヨーロッパ的な共同体ではなく、諸

国間の個別FTAの積み重ねがより重要であることが議論された。

第２回のセミナーは、平成18年12月１５日、第１回のセミナーの議論をさらに発展させるこ

とを目的として、「２１世紀に日本型経済モデルは適応できるか？」と題して行われ、これまで

の議論を基礎として、日本の経済運営に必要な諸論点の提示がなされた。

以上の成果を基礎として、平成19年度以降の調査、研究を進めていきたいと考える。
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アジアの社会、経済、文化の変容についての歴史的視点からの研究

喜多見洋（経済学部）

平成18年度は、「アジアの社会、経済、文化についての学際的研究」の一環としてアジアの

中でも特に中国を取りあげた。すなわち、前世紀末から続く中国のめざましい発展に伴って

中国の社会、経済、文化がどのように変化しているかについて、主として歴史的側面から研

究を行なった。そしてその際、中国社会の現在の状況とその変化を明確に把握するために意

識したのは、ヨーロッパ社会および日本社会との比較という視点である。当該年度に、日本

および中国で収集した有益な文献、資料をもとに歴史的視点から分析をすすめ、さらに、中

国の天津等において現地の状況も観察した結果、必ずしも十全ではないかもしれないが、多

文化社会中国の新しい動きをとらえることができた。それは、約言すれば、中国というアジ

アの多文化社会がグローバリゼーションに直面しているということになるだろう。しかもこ

うした動きは、中国社会で生きる人々の意識に大きな影響を及ぼし、この国の企業や家計に

も少なからぬ変化をもたらしている。具体的には、中国社会に生じているさまざまな格差の

問題が重要になってくるであろうが、これらの問題については、東南アジア諸国をはじめと

する中国以外のアジアとの比較、アジア共同体の可能性、等とあわせてこれからの研究課題

ということになる。

なお、平成18年度本分担研究の成果の一部については、2006年１０月に文部科学省の私立大

学学術研究高度化推進事業（オープン・リサーチ・センター）の一環として中国の天津理工

大学で開催されたアジア共同体研究センター主催の国際シンポジウム、「グローバリゼーシ

ョンとアジアの文化変容」において報告を行なっており、さらにこれをもとに作成した拙稿

が大阪産業大学経済学部開設20周年を記念して2007年６月に刊行された斉藤日出治編「グロ

ーバル化するアジア」（晃洋書房）に第Ⅲ部「アジアの社会・文化変容」第８章「グローバリ

ゼーションとアジアの多文化社会一参考事例としてのスイスー」として収録されて

いる。
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曰本の植民地支配とイギリス植民地支配の比較研究

高神信一（経済学部）

イギリスのアイルランド統治を明らかにするなかで、今年度はアイルランドとイギリスの

財政関係の調査をおこなった。イギリス議会史料のなかで参考となったのは、以下のもので

ある。
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1801年のアイルランドとイギリスの合同以来、アイルランドでは課税にかんして絶えず不

満が表明されてきた。合同以来、このことにかんして委員会が設立されたのは、1811年、１８１２

年、1815年、1864年、1894年であった。1894年の委員会の設立の背景には、グラッドストン

が「アイルランド自治法」を導入するにあたって、イギリス・アイルランド間の財政関係を

調査しようとしたのであった。

史料４の最終報告は、豊かなイギリスの課税システムを貧しいアイルランドに適用すべき

ではないと述べている。アイルランドに課せられた税は、多数のアイルランド人が負担すべ

き以上のものとなっているとして、消費への課税(taxesonconsumption)をイギリスにおいて

よりも減少させるという課税システムの変更を提言している。また、アイルランド人に税の

徴収とその支出を決定する権利を与えることも提言されている。さらに、アイルランド統治

にかかる経費が近年増加していることが、明らかにされている。すなわち'859-60年にアイ

ルランドにかかった経費は230万ポンドであり、540万ポンドをイギリス政府に送っていた。

だが、1893-4年には、アイルランドの経費は560万ポンドに増加し、逆にイギリス政府への

送金は200万ポンドへと減少している。
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